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目的別に見た歳出の状況
保育園の運営費、高齢者や障がい者
などの福祉施策に使われます。

市役所や市民会館などの運営、税金
の徴収や住民票の発行、広報げろの
発行などに使われます。

道路や橋の整備、公園や市営住宅の
管理などに使われます。

大きな施設や道路をつくるときに、国
や銀行などから借り入れたお金の返済
に使われます。

農業や林業、水産業を振興する事業
などに使われます。

市民の健康管理や、ごみを処理する
経費などに使われます。

学校教育や社会教育を行う経費、小
中学校や体育館、公民館、図書館の
管理運営などに使われます。

観光の振興や観光施設の管理、商店
街や中小企業を応援する事業などに
使われます。

民生費

公債費

総務費

教育費

土木費

衛生費

商工費

農林水産業費

　平成28年度の一般会計の決算額は、歳入が220
億6,296万円、歳出が214億1,184万円で、翌年度へ
繰り越すべき財源2億8,441万円を差し引いた実質
収支は3億6,671万円の黒字となりました。
　平成28年度決算の特徴として、環境衛生施設や
庁舎・振興事務所の整備など大型事業が本格実施
となったことから、歳入歳出ともに前年度より増
額となっています。
　歳入は、前年度に比べ10億9,797万円の増となり
ました。これは、各種補助事業の実施に伴う国庫

支出金の増、環境衛生施設や庁舎・振興事務所整
備の本格実施に伴う地方債の増などによるもので
す。一方で、普通交付税は段階的縮減により減、
繰入金は公共事業基金の繰入減によりそれぞれ減
額となりました。
　歳出は、前年度に比べ12億6,403万円の増となり
ました。これは、環境衛生施設建設事業や庁舎・
振興事務所整備事業に加え、中学校統合に伴う校
舎改修事業や防災安全交付金を活用した道路・橋
梁等のインフラ整備など普通建設事業の大幅な増
によるものです。　　　　　　　　　　【財務課】

平成28 年度 決 算 報 告

歳出合計 214億1,184万円

■決算概要

23.4% 50億2,239万円

4.7% 10億127万円

16.4% 35億2,371万円

14.1% 30億1,042万円

12.1% 25億8,229万円

10.6% 22億6,912万円

7.6% 16億1,843万円

5.9% 12億6,005万円
消　防　費   4.4% 9億5,280万円
議　会　費   0.5% 1億1,691万円
災害復旧費   0.2%       3,721万円
労　働　費   0.1%      1,723万円
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※額は千の位を四捨五入し万単位としていますので、合計と一致しない場合があります。

一般会計 歳入歳出の状況

歳入（１年間のすべての収入）

歳入合計 220億6,296万円歳出合計 214億1,184万円
歳出（１年間のすべての支出）

74億

6,324万円

33.8％

145億

9,972万円

66.2％

人件費
35億6,959万円 16.7%

扶助費
24億4,223万円 11.4%

公債費
30億1,042万円 14.0%

普通建設事業費
29億8,953万円 14.0%

物件費
28億7,096万円 13.4%

補助費等
15億25万円 7.0%

利子割交付金
490万円 0.1%未満

配当割交付金
1,250万円 0.1%

株式等譲渡所得割交付金
630万円 0.1%未満

地方消費税交付金
6億172万円 2.7%

ゴルフ場利用税交付金
438万円 0.1%未満

自動車取得税交付金
4,543万円 0.2%

地方特例交付金
872万円 0.1%

地方交付税
88億5,751万円 40.2%

交通安全対策特別交付金
315万円 0.1%未満

国庫支出金
17億7,240万円 8.0%

県支出金
11億7,623万円 5.3%

市 債
19億825万円 8.7%

繰越金
8億1,718万円 3.7%

諸収入
9億7,256万円 4.4%

公共施設の建設
などにより一度に

多額の出費が
必要なときに、

借り入れることが
できるお金

各種団体への
補助金や交付金、

謝礼など

委託料や
使用料、光熱水費

消耗品費
備品購入費
修繕費など

市が借り入れた
お金とその利子を

返済する
ための経費

公共施設、
公用施設の
建設事業に
使う経費

市長や議員、
一般職員への
報酬や給与

児童、高齢者、
障がい者、

生活保護などの
福祉的な経費

国や県の決めた
ルールにあった

仕事をする場合に、
その費用の一部
または全部を

受け取ることが
できるお金

すべての県や
市などに一定の
サービス水準を
保障するために

国から配分される
お金

分担金及び負担金
5,066万円　0.2%

使用料及び手数料
5億1,906万円 2.4%

財産収入
6,148万円 0.3%

寄附金
4,016万円 0.2％

繰入金
3億1,888万円 1.4%

災害復旧事業費
3,818万円 0.2%

維持補修費
4億3,029万円 2.0%

投資及び出資金
3,989万円 0.2%

貸付金
5億5,687万円 2.6%

繰出金
33億3,422万円 15.6%

積立金
6億2,942万円 2.9%

46億8,326万円 21.2%
市税

90億
2,224万円

42.1%

支出が義務

付けられて

いる経費
市が自主的に

財源として収

入できたお金

国や県から

受け取った

り、借り入

れたお金

30億
2,771万円

14.2%

93億
6,190万円

43.7%

投資的経費

義務的経費

自主財源

依存財源

その他の
経費

地方譲与税
1億9,824万円 0.9%


